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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　室外機と１又は複数の室内機とを有し、同一の室内の空調を行う２つの冷媒系統と、
　前記室内の温度分布を均一化させるための１又は複数のサーキュレータと、
　運転中の前記２つの冷媒系統それぞれにおける負荷を判定する負荷判定装置と、
　前記負荷判定装置の判定結果に基づいて運転効率の向上が見込めるかどうかを判断し、
その判断結果に応じて前記冷媒系統及び前記サーキュレータの運転を制御する制御装置と
を備え、
　前記制御装置は、低負荷と判定された冷媒系統の圧縮機の運転周波数とストロークボリ
ュームの積と、高負荷と判定された冷媒系統の圧縮機の運転周波数とストロークボリュー
ムの積との和が、前記高負荷と判定された冷媒系統の圧縮機において全断熱効率が最大と
なる圧縮機周波数とストロークボリュームの積以下となる場合に、運転効率の向上が見込
めると判断し、運転効率の向上が見込めると判断した場合、低負荷と判定された冷媒系統
の運転を停止し、高負荷と判定された冷媒系統に運転を集約する系統集約運転を行うと共
に、前記高負荷と判定された冷媒系統の前記室内機から吹出された吹出空気を吸込むこと
が可能な位置に配置された前記サーキュレータを運転させ、前記吹出空気を吸込んで前記
低負荷と判定された冷媒系統の空調ゾーンに向けて吹出させることを特徴とする空気調和
装置。
【請求項２】
　室外機と１又は複数の室内機とを有し、同一の室内の空調を行う３つの冷媒系統と、
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　前記室内の温度分布を均一化させるための１又は複数のサーキュレータと、
　運転中の前記３つの冷媒系統それぞれにおける負荷を低負荷、中負荷、高負荷に判定す
る負荷判定装置と、
　前記負荷判定装置の判定結果に基づいて運転効率の向上が見込めるかどうかを判断し、
その判断結果に応じて前記冷媒系統及び前記サーキュレータの運転を制御する制御装置と
を備え、
　前記３つの冷媒系統のそれぞれは、前記室内を一方向に３つに分けた３つの空調ゾーン
のそれぞれを空調するように配置されており、
　前記制御装置は、前記低負荷と判定された冷媒系統が、両端の前記空調ゾーンを空調す
る２つの冷媒系統のうちのどちらかであるときには、前記低負荷と判定された冷媒系統の
圧縮機の運転周波数とストロークボリュームの積と、中央の空調ゾーンを空調する冷媒系
統の圧縮機の運転周波数とストロークボリュームの積との和が、前記中央の空調ゾーンを
空調する冷媒系統の圧縮機において全断熱効率が最大となる圧縮機周波数とストロークボ
リュームの積以下となる場合に、運転効率の向上が見込めると判断し、運転効率の向上が
見込めると判断した場合、前記低負荷と判定された冷媒系統の運転を停止し、中央の前記
空調ゾーンを空調する冷媒系統に運転を集約する系統集約運転を行うと共に、中央の前記
空調ゾーンを空調する冷媒系統から吹出された吹出空気を吸込むことが可能な位置に配置
された前記サーキュレータを運転させ、前記吹出空気を吸込んで前記低負荷と判定された
冷媒系統の空調ゾーンに向けて吹出させることを特徴とする空気調和装置。
【請求項３】
　室外機と１又は複数の室内機とを有し、同一の室内の空調を行う３つの冷媒系統と、
　前記室内の温度分布を均一化させるための１又は複数のサーキュレータと、
　運転中の前記３つの冷媒系統それぞれにおける負荷を低負荷、中負荷、高負荷に判定す
る負荷判定装置と、
　前記負荷判定装置の判定結果に基づいて運転効率の向上が見込めるかどうかを判断し、
その判断結果に応じて前記冷媒系統及び前記サーキュレータの運転を制御する制御装置と
を備え、
　前記３つの冷媒系統のそれぞれは、前記室内を一方向に３つに分けた３つの空調ゾーン
のそれぞれを空調するように配置されており、
　前記制御装置は、前記低負荷と判定された冷媒系統が、中央の前記空調ゾーンを空調す
る冷媒系統であるときには、前記低負荷と判定された冷媒系統の圧縮機の運転周波数とス
トロークボリュームの積と、前記高負荷と判定された冷媒系統の圧縮機の運転周波数とス
トロークボリュームの積との和が、前記高負荷と判定された冷媒系統の圧縮機において全
断熱効率が最大となる圧縮機周波数とストロークボリュームの積以下となる第１条件を満
たす場合に、前記高負荷と判定された冷媒系統側に運転集約することで運転効率の向上が
見込めると判断し、運転効率の向上が見込めると判断した場合、前記低負荷と判定された
冷媒系統の運転を停止し、前記高負荷と判定された冷媒系統に運転を集約する系統集約運
転を行うと共に、前記高負荷と判定された冷媒系統から吹出された吹出空気を吸込むこと
が可能な位置に配置された前記サーキュレータを運転させ、前記吹出空気を吸込んで前記
低負荷と判定された冷媒系統の空調ゾーンに向けて吹出させることを特徴とする空気調和
装置。
【請求項４】
　前記制御装置は、前記高負荷と判定された冷媒系統側に運転を集約しても運転効率の向
上が見込めないと判断した場合、前記中負荷と判定された冷媒系統側に運転を集約するこ
とで運転効率の向上が見込めるかを判断し、運転効率の向上が見込めると判断した場合、
前記系統集約運転として、前記低負荷と判定された冷媒系統の運転を停止し、前記中負荷
と判定された冷媒系統に運転を集約させることを特徴とする請求項３記載の空気調和装置
。
【請求項５】
　前記制御装置は、前記第１条件を満たさない場合、前記低負荷と判定された冷媒系統の
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圧縮機の運転周波数とストロークボリュームの積と、前記中負荷と判定された冷媒系統の
圧縮機の運転周波数とストロークボリュームの積との和が、前記中負荷と判定された冷媒
系統の圧縮機において全断熱効率が最大となる圧縮機周波数とストロークボリュームの積
以下となる第２条件を満たすかどうかを判断し、前記第２条件を満たす場合、前記中負荷
と判定された冷媒系統側に運転集約することで運転効率の向上が見込めると判断すること
を特徴とする請求項４記載の空気調和装置。
【請求項６】
　前記負荷判定装置は、前記冷媒系統の空調ゾーンの居住域に設置した温度検出装置を有
し、冷房時は、前記温度検出装置の検出値が高い程、負荷が高いと判定し、暖房時は、前
記温度検出装置の検出値が低い程、負荷が高いと判定することを特徴とする請求項１乃至
請求項５の何れか一項に記載の空気調和装置。
【請求項７】
　前記負荷判定装置は、前記冷媒系統の空調ゾーンの居住空間の床及び壁温度を測定する
輻射温度検出装置を有し、冷房時は、前記輻射温度検出装置の検出値が高い程、負荷が高
いと判定し、暖房時は、前記輻射温度検出装置の検出値が低い程、負荷が高いと判定する
ことを特徴とする請求項１乃至請求項５の何れか一項に記載の空気調和装置。
【請求項８】
　前記負荷判定装置は、前記冷媒系統の空調ゾーンの在室人数を検出する在席情報検出装
置を備え、冷房時は、前記在席情報検出装置から検出された在席人数が多い程、負荷が高
いと判定し、暖房時は、前記在席情報検出装置から検出された在席人数が少ない程、高負
荷が高いと判定することを特徴とする請求項１乃至請求項５の何れか一項に記載の空気調
和装置。
【請求項９】
　前記負荷判定装置は、前記冷媒系統の空調ゾーンのＯＡ機器の稼働状況を検出するＯＡ
機器稼働状況検出装置を備え、冷房時は、前記ＯＡ機器稼働状況検出装置から検出された
ＯＡ機器稼働数が多い程、負荷が高いと判定し、暖房時は、前記ＯＡ機器稼働状況検出装
置から検出されたＯＡ機器稼働数が少ない程、負荷が高いと判定することを特徴とする請
求項１乃至請求項５の何れか一項に記載の空気調和装置。
【請求項１０】
　前記負荷判定装置は、日射量検出装置を備え、冷房時に前記日射量検出装置により晴れ
と判定された場合、前記空調ゾーンが窓から近い程、負荷が高いと判定し、暖房時に前記
日射量検出装置により晴れと判定された場合、前記空調ゾーンが窓から遠い程、負荷が高
いと判定することを特徴とする請求項１乃至請求項５の何れか一項に記載の空気調和装置
。
【請求項１１】
　室外機と１又は複数の室内機とを有し、同一の室内の空調を行う２つの冷媒系統と、
　前記室内の温度分布を均一化させるための１又は複数のサーキュレータと、
　運転中の前記２つの冷媒系統それぞれにおける負荷を、前記冷媒系統の圧縮機の運転周
波数とストロークボリュームの積が大きい程、負荷が高いと判定する負荷判定装置と、
　前記冷媒系統及び前記サーキュレータの運転を制御する制御装置とを備え、
　前記制御装置は、前記負荷判定装置の判定結果に基づいて運転効率の向上が見込めると
判断した場合、低負荷と判定された冷媒系統の運転を停止し、高負荷と判定された冷媒系
統に運転を集約する系統集約運転を行うと共に、前記高負荷と判定された冷媒系統の前記
室内機から吹出された吹出空気を吸込むことが可能な位置に配置された前記サーキュレー
タを運転させ、前記吹出空気を吸込んで前記低負荷と判定された冷媒系統の空調ゾーンに
向けて吹出させることを特徴とする空気調和装置。
【請求項１２】
　前記制御装置は、前記低負荷と判定された冷媒系統の圧縮機の運転周波数とストローク
ボリュームの積と、前記高負荷と判定された冷媒系統の圧縮機の運転周波数とストローク
ボリュームの積との和が、前記高負荷と判定された冷媒系統の圧縮機において全断熱効率
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が最大となる圧縮機周波数とストロークボリュームの積以下となる場合に、運転効率の向
上が見込めると判断することを特徴とする請求項１１記載の空気調和装置。
【請求項１３】
　室外機と１又は複数の室内機とを有し、同一の室内の空調を行う３つの冷媒系統と、
　前記室内の温度分布を均一化させるための１又は複数のサーキュレータと、
　運転中の前記３つの冷媒系統それぞれにおける負荷を前記冷媒系統の圧縮機の運転周波
数とストロークボリュームの積が大きい程、負荷が高いと判定する負荷判定装置と、
　前記冷媒系統及び前記サーキュレータの運転を制御する制御装置とを備え、
　前記制御装置は、前記負荷判定装置の判定結果に基づいて運転効率の向上が見込めると
判断した場合、低負荷と判定された冷媒系統の運転を停止し、高負荷あるいは中負荷と判
定された冷媒系統に運転を集約する系統集約運転を行うと共に、前記高負荷あるいは中負
荷と判定された冷媒系統から吹出された吹出空気を吸込むことが可能な位置に配置された
前記サーキュレータを運転させ、前記吹出空気を吸込んで前記低負荷と判定された冷媒系
統の空調ゾーンに向けて吹出させることを特徴とする空気調和装置。
【請求項１４】
　前記３つの冷媒系統のそれぞれは、前記室内を一方向に３つに分けた３つの空調ゾーン
のそれぞれを空調するように配置されており、
　前記低負荷と判定された冷媒系統が、両端の前記空調ゾーンを空調する２つの冷媒系統
のうちのどちらかである場合、前記制御装置は、前記負荷判定装置の判定結果に基づいて
中央の前記空調ゾーンを空調する冷媒系統に運転を集約することで運転効率の向上が見込
めるかを判断し、運転効率の向上が見込めると判断した場合、前記系統集約運転として、
前記低負荷と判定された冷媒系統の運転を停止し、中央の前記空調ゾーンを空調する冷媒
系統に運転を集約させることを特徴とする請求項１３記載の空気調和装置。
【請求項１５】
　前記制御装置は、前記低負荷と判定された冷媒系統の圧縮機の運転周波数とストローク
ボリュームの積と、前記中央の空調ゾーンを空調する冷媒系統の圧縮機の運転周波数とス
トロークボリュームの積との和が、前記中央の空調ゾーンを空調する冷媒系統の圧縮機に
おいて全断熱効率が最大となる圧縮機周波数とストロークボリュームの積以下となる場合
に、運転効率の向上が見込めると判断することを特徴とする請求項１４記載の空気調和装
置。
【請求項１６】
　前記３つの冷媒系統のそれぞれは、前記室内を一方向に３つに分けた３つの空調ゾーン
のそれぞれを空調するように配置されており、
　前記低負荷と判定された冷媒系統が、中央の空調ゾーンを空調する冷媒系統である場合
、前記制御装置は、前記高負荷と判定された冷媒系統側に運転を集約することで運転効率
の向上が見込めるかを判断し、運転効率の向上が見込めると判断した場合、前記系統集約
運転として、前記低負荷と判定された冷媒系統の運転を停止し、前記高負荷と判定された
冷媒系統に運転を集約させることを特徴とする請求項１３記載の空気調和装置。
【請求項１７】
　前記制御装置は、前記高負荷と判定された冷媒系統側に運転を集約しても運転効率の向
上が見込めないと判断した場合、前記中負荷と判定された冷媒系統側に運転を集約するこ
とで運転効率の向上が見込めるかを判断し、運転効率の向上が見込めると判断した場合、
前記系統集約運転として、前記低負荷と判定された冷媒系統の運転を停止し、前記中負荷
と判定された冷媒系統に運転を集約させることを特徴とする請求項１６記載の空気調和装
置。
【請求項１８】
　前記低負荷と判定された冷媒系統の圧縮機の運転周波数とストロークボリュームの積と
、前記高負荷と判定された冷媒系統の圧縮機の運転周波数とストロークボリュームの積と
の和が、前記高負荷と判定された冷媒系統の圧縮機において全断熱効率が最大となる圧縮
機周波数とストロークボリュームの積以下となる第１条件を満たす場合、前記高負荷と判
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定された冷媒系統側に運転集約することで運転効率の向上が見込めると判断し、前記第１
条件を満たさない場合、前記低負荷と判定された冷媒系統の圧縮機の運転周波数とストロ
ークボリュームの積と、前記中負荷と判定された冷媒系統の圧縮機の運転周波数とストロ
ークボリュームの積との和が、前記中負荷と判定された冷媒系統の圧縮機において全断熱
効率が最大となる圧縮機周波数とストロークボリュームの積以下となる第２条件を満たす
かどうかを判断し、前記第２条件を満たす場合、前記中負荷と判定された冷媒系統側に運
転集約することで運転効率の向上が見込めると判断することを特徴とする請求項１７記載
の空気調和装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、空気調和装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、１つの空調対象領域に配置された複数の室内機と、室内機を複数の系統に分け、
この系統毎に設けられ且つその系統の室内機からの要求に応じて動作する複数の室外機と
、これら各系統に属する室内機からの要求に応じて対応する室外機を制御する系統制御手
段と、各系統の運転負荷に応じて一部の系統を休止させる総括制御手段とを有する空気調
和装置が提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　この空気調和装置では、低負荷で運転される系統を休止させることによって、１系統あ
たりの空調負荷を高め、空気調和装置の効率を向上させることができる。従って、空調負
荷が低い中間期の冷房運転時又は暖房運転時においても、効率を向上させることができる
。
【０００４】
　また、この空気調和装置では、空調効果の偏り（室内の温度分布）を抑制するため、各
室内機を、それぞれ他の系統に属する同士で互いに隣接するように配置した構成としてい
る（特許文献２も同様）。
【０００５】
　一方、室内の快適性を向上させるものとして、室内の温度分布を推定し、推定した温度
分布に基づいて定置型空調機とサーキュレータを制御することにより、室内の空間をゾー
ニングして空調制御をする空調システムが提案されている（例えば、特許文献３参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００３－６５５８８号公報（第３頁、図２）
【特許文献２】特開２００６－３０８２１２号公報（要約、図１）
【特許文献３】特開２００９－２５７６１７号公報（要約、第２図）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上記特許文献１や上記特許文献２に記載の空気調和装置では、室内機の配置が複雑にな
り、配管工事やメンテナンスでの作業効率が低下し、作業時間が長くなり、施工費用が高
額になるという問題があった。また、停止室内機の空調ゾーンを隣接する室内機で賄うと
いう方法では、熱搬送力が不足し、空調効果の偏りを無くすことは困難であった。
【０００８】
　また、上記特許文献３に記載の空調システムでは、サーキュレータを用いることで室内
の快適性は向上するが、空調調和装置の運転効率を高めるものではなかった。
【０００９】
　本発明は、上記実情に鑑みてなされたものであり、熱搬送力を向上させることで、施工
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期間や施工費用を抑制しながら、快適性を確保して消費電力量を削減することができる空
気調和装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明に係る空気調和装置は、室外機と１又は複数の室内機とを有し、同一の室内の空
調を行う２つの冷媒系統と、室内の温度分布を均一化させるための１又は複数のサーキュ
レータと、運転中の２つの冷媒系統それぞれにおける負荷を判定する負荷判定装置と、負
荷判定装置の判定結果に基づいて運転効率の向上が見込めるかどうかを判断し、その判断
結果に応じて冷媒系統及びサーキュレータの運転を制御する制御装置とを備え、制御装置
は、低負荷と判定された冷媒系統の圧縮機の運転周波数とストロークボリュームの積と、
高負荷と判定された冷媒系統の圧縮機の運転周波数とストロークボリュームの積との和が
、高負荷と判定された冷媒系統の圧縮機において全断熱効率が最大となる圧縮機周波数と
ストロークボリュームの積以下となる場合に、運転効率の向上が見込めると判断し、運転
効率の向上が見込めると判断した場合、低負荷と判定された冷媒系統の運転を停止し、高
負荷と判定された冷媒系統に運転を集約する系統集約運転を行うと共に、高負荷と判定さ
れた冷媒系統の室内機から吹出された吹出空気を吸込むことが可能な位置に配置されたサ
ーキュレータを運転させ、吹出空気を吸込んで低負荷と判定された冷媒系統の空調ゾーン
に向けて吹出させるものである。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、低負荷時に、冷媒系統の運転を高負荷側の冷媒系統に集約することで
圧縮機運転効率を高くでき、消費電力の削減が可能となる。また、高負荷側の冷媒系統の
室内機から吹出された吹出空気を、サーキュレータにより低負荷側の冷媒系統の空調ゾー
ンに搬送するため、熱搬送力を向上させることができる。また、サーキュレータの設置工
事は室外機や室内機の設置位置の変更工事よりも短期間且つ低コストで可能である。以上
の結果、施工期間や施工費用を抑制しながら、快適性を確保して消費電力量を削減できる
。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の実施の形態１における空気調和装置が適用される建物のフロア平面図で
ある。
【図２】本発明の実施の形態１における空気調和装置の接続構成を示す図である。
【図３】本発明の実施の形態１における空気調和装置の冷媒回路を示す図である。
【図４】図１の空気調和装置におけるサーモＯＮ・ＯＦＦ制御図である。
【図５】一般的な圧縮機の周波数と全断熱効率との関係を示す図である。
【図６】冷媒系統１が高負荷側と判定された場合の運転概要を示す図である。
【図７】冷媒系統２が高負荷側と判定された場合の運転概要を示す図である。
【図８】本発明の実施の形態１に係る空気調和装置における系統集約運転の流れを示すフ
ローチャートである。
【図９】冷媒系統１の圧縮機と冷媒系統２の圧縮機のそれぞれにおける圧縮機周波数－全
断熱効率特性を示す図である。
【図１０】負荷判定の変形例（Ａ）の説明図である。
【図１１】負荷判定の変形例（Ｂ）の説明図である。
【図１２】負荷判定の変形例（Ｃ）の説明図である。
【図１３】負荷判定の変形例（Ｄ）の説明図である。
【図１４】負荷判定の変形例（Ｅ）の説明図である。
【図１５】サーキュレータの配置例の説明図である。
【図１６】本発明の実施の形態２における空気調和装置が適用される建物のフロア平面図
である。
【図１７】低負荷側系統が冷媒系統１である場合の運転概要を示す図である。
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【図１８】低負荷側系統が冷媒系統３である場合の運転概要を示す図である。
【図１９】低負荷側系統が中央の冷媒系統２で、高負荷側系統と系統集約する場合の運転
概要を示す図である。
【図２０】低負荷側系統が中央の運転系統２で、高負荷側系統と系統集約できず中負荷側
系統と系統集約する場合の運転概要を示す図である。
【図２１】冷媒系統３の圧縮機における圧縮機周波数－全断熱効率特性を示す図である。
【図２２】本発明の実施の形態２に係る空気調和装置における系統集約運転の流れを示す
フローチャート（１／２）である。
【図２３】本発明の実施の形態２に係る空気調和装置における系統集約運転の流れを示す
フローチャート（２／２）である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
実施の形態１．
　図１は、本発明の実施の形態１における空気調和装置が適用される建物のフロア平面図
である。図２は、本発明の実施の形態１における空気調和装置の接続構成を示す図である
。図１、図２及び後述の図において、同一の符号を付したものは、同一の又はこれに相当
するものであり、これは明細書の全文において共通している。更に、明細書全文に表れて
いる構成要素の形態は、あくまで例示であってこれらの記載に限定されるものではない。
【００１４】
　図１に示すように、空気調和装置は、空調系統として複数（ここでは２つ）の冷媒系統
１、冷媒系統２を備えている。冷媒系統１、２のそれぞれは、室外機１０と、室外機１０
に冷媒配管３０で接続された室内機２０とを備えている。なお、ここでは室内機２０を各
冷媒系統１、毎に４台ずつ設けているが、その数は任意である。以下では、冷媒系統１側
の室内機２０を室内機２０ａ、冷媒系統２側の室内機２０を室内機２０ｂとして区別する
場合がある。
【００１５】
　各冷媒系統１、２のそれぞれにおいて各室内機２０ａ、２０ｂは、室内１００の天井に
間隔を空けて直線状に配置されており、室内１００に冷媒系統１の空調ゾーンと冷媒系統
２の空調ゾーンとが形成されている。そして、各室内機２０ａ、２０ｂは、天井付近から
室内空気を吸込み、吸込んだ室内空気を冷却あるいは加熱した後に室内１００に吹出し、
同一の室内１００を空調する。
【００１６】
　空気調和装置には更に、各冷媒系統１、２毎にサーキュレータ４０が設けられている。
サーキュレータ４０は、ここでは各冷媒系統１、２毎に３台ずつ設けられているが、その
数は任意である。サーキュレータ４０についても、冷媒系統１側のサーキュレータ４０を
サーキュレータ４０ａ、冷媒系統２側のサーキュレータ４０をサーキュレータ４０ｂとし
て区別する場合がある。
【００１７】
　サーキュレータ４０は、室内１００の天井に配置されており、自己が設けられた自己側
冷媒系統の室内機２０の近傍に設置されている。サーキュレータ４０は、自己側冷媒系統
の室内機２０の吹出空気を吸込んで、自己側冷媒系統とは別の他方側冷媒系統の空調ゾー
ンに向けて吹出し、空気を搬送する。サーキュレータ４０の配置位置は、自己側冷媒系統
の室内機からの吹出空気を吸込み、他方側冷媒系統の空調ゾーンに向けて吹出すことが可
能なように配置されていればよい。
【００１８】
　空気調和装置は更に、全体を制御する制御装置としての集中コントローラ２０１を備え
ており、冷媒系統１、２、サーキュレータ４０及び集中コントローラ２０１が伝送線５０
で接続されている。また、各冷媒系統１、２には、各冷媒系統１、２の空調負荷を検出す
る負荷検出装置３１が設けられている。
【００１９】
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　図３は、本発明の実施の形態１における空気調和装置の冷媒回路を示す図である。図３
では、一つの冷媒系統における冷媒回路を示している。
　冷媒回路は、圧縮機１１、四方弁１２、室外熱交換器１３、膨張弁１４及び室内熱交換
器１５を備え、これらが順次配管で接続されて冷媒が循環するように構成されている。空
気調和装置は更に、室外熱交換器１３に室外空気を送風する室外熱交換器用送風機１６と
、室内熱交換器１５に室内空気を送風する室内熱交換器用送風機１７とを備えている。な
お、空気調和装置は少なくとも冷房運転又は暖房運転のどちらかが可能であればよい。よ
って、四方弁３は必ずしも必須の構成ではなく、省略可能である。
【００２０】
　この冷媒回路において、冷房運転時の動作を説明する。冷房時の冷媒流れは図３に実線
で示す。圧縮機１１から吐出された高温高圧のガス冷媒は、四方弁１２を通過して室外熱
交換器１３へと流れて空気と熱交換して凝縮液化する。凝縮液化した冷媒は、膨張弁１４
で減圧され低圧の気液２相冷媒となり、室内熱交換器１５へと流れて空気と熱交換してガ
ス化する。ガス化した冷媒は、四方弁１２を通過して圧縮機１１に吸入される。このとき
、室外熱交換器用送風機１６と室内熱交換器用送風機１７で、それぞれの熱交換器に空気
を送る。室内熱交換器用送風機１７で送られる空気は冷やされて室内１００に吹出され、
室内１００を冷房する。
【００２１】
　次に、暖房運転時の動作を説明する。暖房時の冷媒流れは図３に点線で示す。圧縮機１
１から吐出された高温高圧のガス冷媒は、四方弁１２を通過して室内熱交換器１５へと流
れて空気と熱交換して凝縮液化する。凝縮液化した冷媒は膨張弁１４で減圧され低圧の気
液２相冷媒となり、室外熱交換器１３へと流れて空気と熱交換してガス化する。ガス化し
た冷媒は四方弁１２を通過して圧縮機１１に吸入される。このとき、室外熱交換器用送風
機１６と室内熱交換器用送風機１７で、それぞれの熱交換器に空気を送る。室内熱交換器
用送風機１７で送られる空気は暖められて室内１００に吹出され、室内１００を暖房する
。
【００２２】
（冷媒回路の能力調整動作（サーモＯＮ、サーモＯＦＦ））
　次に冷房時、暖房時の能力調整動作について説明する。各室内機２０には、図３に示す
ように室内熱交換器１５の空気吸込側に吸込空気温度検出装置２１を備えている。吸込空
気温度検出装置２１の検出値をＴ、設定温度をＴ０とする。また、冷房時には温度差ΔＴ
（℃）を以下の式（１）のように定義し、暖房時には温度差ΔＴ（℃）を以下の式（２）
のように定義する。
　冷房時　ΔＴ＝Ｔ－Ｔ０　…（１）
　暖房時　ΔＴ＝Ｔ０－Ｔ　…（２）
【００２３】
　各室内機は、図４に示すように、吸込空気温度検出装置２１の検出値Ｔ（℃）と設定温
度Ｔ０（℃）の温度差ΔＴ（℃）が＋Ｔ１（℃）より増加したときに膨張弁１４を開いて
室内熱交換器１５へ冷媒を流す。以下、この状態を「サーモＯＮ」と呼ぶ。また、各室内
機２０は、温度差ΔＴ（℃）が－Ｔ１（℃）以下になったときに、膨張弁１４を閉じて冷
媒の流入を減少あるいは停止させる。以下、この状態を「サーモＯＦＦ」と呼ぶ。
【００２４】
　室外機１０は、接続された室内機２０が１台でもサーモＯＮ状態になったら圧縮機１１
を運転し、全てサーモＯＦＦ状態になったら圧縮機周波数を０Ｈｚに設定し、圧縮機１１
を停止する。
【００２５】
　冷房の場合、室外機１０は、図３に示す蒸発温度検出装置２２の検出値が目標蒸発温度
ＥＴに一致するように圧縮機１１の周波数を制御する。この周波数制御を、吸込空気温度
検出装置２１の検出値と設定温度との関係で説明すると、吸込空気温度検出装置２１の検
出値が設定温度よりも低ければ、圧縮機周波数を低下させ、検出値が設定温度以上であれ
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ば、圧縮機周波数を上昇させる制御となる。
【００２６】
　暖房の場合、室外機１０は、図３に示す凝縮温度検出装置２３の検出値が目標凝縮温度
ＣＴに一致するように圧縮機１１の周波数を制御する。この周波数制御を、吸込空気温度
検出装置２１の検出値と設定温度との関係で説明すると、吸込空気温度検出装置２１の検
出値が設定温度よりも高ければ、圧縮機周波数を低下させ、検出値が設定温度以下であれ
ば、圧縮機周波数を上昇させる制御となる。
【００２７】
　サーモＯＮ室内機の台数が増加した場合、冷媒の流れる室内熱交換器１５の数が増えて
冷媒が蒸発しやすくなり、蒸発温度検出装置２２の検出値が上昇するため、目標蒸発温度
ＥＴに一致するように圧縮機１１の周波数を増やすよう制御が作動する。これにより、冷
媒流量は増加し、空気調和装置全体の熱交換量（以下、能力）は増加する。
【００２８】
　このように空気調和装置では、運転中の室内機２０は前記温度差ΔＴに応じてサーモＯ
Ｎ状態又はサーモＯＦＦ状態に自動的に切り替えられ、室内１００を設定温度に保つ制御
が実施されている。
【００２９】
（運転効率の向上１）
　圧縮機１１が起動した直後は冷媒が室内熱交換器１５や室外熱交換器１３へ十分に行き
届かず運転効率が低下する。このため、消費電力量を削減するには、運転と停止が短時間
に頻繁に繰り返すような運転は避け、安定した周波数で運転させた方がよい。
【００３０】
（運転効率の向上２）
　図５は、一般的な圧縮機の周波数と全断熱効率との関係を示す図である。
　圧縮機１１が断熱圧縮をしているときの動力を理論断熱圧縮動力と言い、実際の圧縮機
動力は理論断熱圧縮動力より大きくなる。理論断熱圧縮効率と実際の圧縮機動力との比を
全断熱効率と呼び、以下の式（３）のように定義される。断熱効率ηｃと機械効率ηｍは
それぞれ式（４）と式（５）のように表される。
【００３１】
　全断熱効率＝ηｃ×ηｍ　…（３）
　断熱効率ηｃ＝理論断熱圧縮動力／（実際の圧縮機動力－機械的摩擦損失動力）
　　　…（４）
　機械効率ηｍ＝（実際の圧縮機動力－機械的摩擦損失動力）／実際の圧縮機動力
　　　…（５）
【００３２】
　図５のように、全断熱効率は圧縮機１１の周波数によって変化する特性があり、Ｆ０（
Ｈｚ）で効率最大値をとり、Ｆ０から上下すると、全断熱効率が低くなり、空気調和装置
全体の熱交換量（以下、能力）に対する圧縮機１１の消費される電力が増加する。少ない
消費電力で効率よく能力を発揮するには、全断熱効率の高い周波数帯Ｆ０付近で運転する
ことが望ましい。圧縮機１１の消費電力に対する能力の比率をＣＯＰと呼び、ＣＯＰが高
いほど効率のよい運転と言える。
【００３３】
　空気調和装置では、上述した運転効率の向上１及び運転効率の向上２を踏まえて運転を
行う。
【００３４】
　通常、空気調和装置の設計や機種選定をする場合、空調負荷が最大の状態を考慮して行
われる。しかしながら、実運転では最大負荷の発生頻度は少ないため、運転中のほとんど
が空気調和装置にとっては低負荷状態となり、圧縮機周波数が低く効率が悪い状態で運転
することになる。よって、現在の運転が効率の悪い運転であれば、それを是正する制御を
行うことが重要である。本実施の形態１では、快適性を確保しつつ高効率な運転を行うこ
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とを目標としており、その運転を後述の系統集約運転で実現する。
【００３５】
（集中コントローラ２０１）
　集中コントローラ２０１は、マイクロコンピュータを有し、ＣＰＵやメモリ等を備えて
おり、メモリには制御プログラム及び後述のフローチャートに対応したプログラム等が記
憶されている。集中コントローラ２０１には、冷媒系統１、２毎に、その冷媒系統１、２
の室内機２０ａ、２０ｂの近傍に設置されているサーキュレータ４０ａ、４０ｂが対応づ
けて記憶されている。また、集中コントローラ２０１は、各負荷検出装置３１からの検出
結果に基づき、冷媒系統１、２のどちらが高負荷又は低負荷であるのかを判定する負荷判
定部を備えている。負荷判定部と負荷検出装置３１により負荷判定装置が構成されている
。
【００３６】
　また、集中コントローラ２０１は、全冷媒系統を運転させる通常運転と、一部の冷媒系
統に運転を集約する系統集約運転とに適宜切り替えて空気調和装置の運転を制御している
。通常運転の場合も系統集約運転の場合も、運転中の室内機をサーモＯＮ状態又はサーモ
ＯＦＦ状態に切り替える制御を行う点は同様である。系統集約運転は、室内１００の負荷
が小さい場合に、通常運転を行うよりも系統集約運転した方が運転効率の向上が見込める
と判断したときに実行される。室内１００の負荷が大きい場合には、負荷を処理して室内
１００の快適性を向上することを優先し、通常運転を行う。
【００３７】
（本実施の形態１の制御の概要）
　以下、本実施の形態１の制御の概要について説明する。
　通常運転中の室内機２０は、上述したように前記温度差ΔＴに応じてサーモＯＮ又はサ
ーモＯＦＦのどちらかに自動的に切り替えられ、室内１００を設定温度に保つ制御が実施
されている。ここで、仮に室内１００の負荷（温度負荷）が小さいと、冷媒系統１、２の
どちらの圧縮機周波数も低くなり、全断熱効率の高い周波数Ｆ０よりも低くなりすぎて効
率の悪い運転となる場合がある。
【００３８】
　このような場合、冷媒系統１、２の両方を運転するよりも、冷媒系統１、２の高負荷側
の冷媒系統に運転を集約した方が、空気調和装置全体としてのトータル消費電力の低減を
実現できる可能性がある。具体的に説明すると、冷媒系統１、２の高負荷側の冷媒系統に
運転を集約すると、結果的に、集約された冷媒系統側（つまり運転を継続する運転冷媒系
統側）で処理すべき熱交換量の分担が増え、運転冷媒系統側の圧縮機周波数が上昇する。
よって、運転冷媒系統側の圧縮機周波数が、全断熱効率の高い周波数Ｆ０に近づいて運転
効率の向上を図ることができる。このため、高負荷側（消費電力が大きい側）の冷媒系統
の運転効率が上昇し、消費電力低減量を大きくすることが可能となる。その結果、トータ
ル消費電力の低減が可能となるのである。
【００３９】
　但し、運転冷媒系統側の圧縮機周波数が、系統集約運転後に全断熱効率の高い周波数Ｆ
０を超えてしまっては運転効率の向上に繋がらない。従って、系統集約運転を実施後の運
転冷媒系統側の圧縮機周波数Ｆ＿ｓｙｕｕｙａｋｕが、全断熱効率の高い周波数Ｆ０以下
となるかどうかを判断し、系統集約運転により運転効率の向上が見込めるかを判断した上
で、系統集約運転を実施する。
【００４０】
　ところで、高負荷側の冷媒系統（運転冷媒系統）に運転を集約すると、低負荷側の冷媒
系統（停止冷媒系統）による空調ゾーンは、系統集約運転を行っている間、十分に空調さ
れないことになる。よって、停止冷媒系統の空調ゾーンを空調すべく、運転冷媒系統に対
応して設けられたサーキュレータ４０を運転させる。これにより、高効率運転による省エ
ネと室内１００の快適性確保の両方を可能としている。
【００４１】
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　図６は、冷媒系統１が高負荷側と判定された場合の運転概要を示す図である。
　冷媒系統１が高負荷側の場合、高負荷側の冷媒系統１に運転を集約する系統集約運転を
行う。すなわち、冷媒系統１の運転を継続する一方、低負荷側の冷媒系統２の圧縮機周波
数を０にして運転を停止する。そして、高負荷側の冷媒系統１の近傍に設置されたサーキ
ュレータ４０ａを運転する。サーキュレータ４０ａは、運転室内機２０ａの吹出空気（空
調空気）を吸込んで、停止中の冷媒系統２の空調ゾーンに吹出す。これにより、空調空気
（熱）を、停止中の冷媒系統２の空調ゾーンに効率よく搬送することが可能となる。
【００４２】
　冷媒系統２が高負荷側と判定された場合は、同様の考え方で図７に示すように運転する
ことになる。
【００４３】
　なお、高負荷側の冷媒系統に運転を集約する効果として、前述したように消費電力低減
量が大きくすることができる他に、室内１００の温度分布を均一にできるという効果があ
る。低負荷側に系統集約した場合は、低負荷側の室温が設定温度に容易に達し易いため、
高負荷側の室温が設定温度に達する前に低負荷側の冷媒系統がサーモＯＦＦしてしまい、
高負荷側に空調空気（熱）を搬送できなくなる。その結果、高負荷側と低負荷側の温度差
が発生してしまい、温度ムラが生じる。
【００４４】
　これに対し、高負荷側の冷媒系統に運転を集約した場合には、高負荷側の室温が設定温
度に達したときには低負荷側の室温も設定温度に達しているため、低負荷側の室温が設定
温度に達する前に高負荷側の冷媒系統がサーモＯＦＦすることは無い。よって、温度ムラ
が生じるのを防止して室内１００の温度分布を均一にすることができる。
【００４５】
　図８は、本発明の実施の形態１に係る空気調和装置における系統集約運転の流れを示す
フローチャートである。
　集中コントローラ２０１は、運転指示があると、通常運転を開始（冷房ｏｒ暖房）し、
タイマーをスタートさせる（Ｓ１）。このタイマーは、後述のＳ７で冷媒系統１、２のそ
れぞれの平均圧縮機周波数Ｆ＿１、Ｆ＿２を算出するための系統集約判定時間ｔ１の経過
を計測するものである。そして、運転終了でなければ（Ｓ２）、上記の式（１）、（２）
で示されるΔＴ（℃）を各室内機２０において算出する（Ｓ３）。
【００４６】
　そして、全室内機２０においてΔＴ（℃）が予め決められた値ｘ（℃）よりも大きけれ
ば（Ｓ４）、すなわち室内１００の温度負荷が大きければ、タイマーをリセットして（Ｓ
５）、再びＳ２に戻り、タイマーを再スタートさせる。このＳ１～Ｓ５の処理が、全室内
機２０においてΔＴ（℃）が予め設定した温度ｘ（℃）以下となるまで繰り返される。
【００４７】
　なお、Ｓ４で、ΔＴ[℃]がある値ｘ（℃）以下、例えば１℃以下で次のステップに進む
という判定を行うことで、例えば起動時など、室内１００の温度負荷が大きい場合と小さ
い場合とで通常運転と系統集約運転とを切り分けるようにしている。室内１００の温度負
荷が大きい場合は、Ｓ１～Ｓ５の処理を繰り返し行うことで通常運転が継続されることに
なり、室温を設定温度に早く到達させることができる。
【００４８】
　そして、通常運転により室温が設定温度に近づき、全室内機２０においてΔＴ（℃）が
ｘ（℃）以下となると、タイマーが系統集約判定時間ｔ１を経過したかどうかを判断し（
Ｓ６）、経過していなければ、Ｓ２に戻る。タイマーが系統集約判定時間ｔ１を経過して
いれば、通常運転から系統集約運転に移行した場合に高効率運転が見込めるかどうかを判
定、すなわち系統集約運転を行うかどうかを判定するための処理に入る。
【００４９】
　まず、現在からｔ１前までの冷媒系統１の平均圧縮機周波数Ｆ＿１（Ｈｚ）と、現在か
らｔ１前までの冷媒系統２の平均圧縮機周波数Ｆ＿２（Ｈｚ）とを算出する（Ｓ７）。
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【００５０】
　そして、この算出結果を用いて、冷媒系統１の負荷Ｑ１と冷媒系統２の負荷Ｑ２とをそ
れぞれ算出する（Ｓ８）。負荷算出方法は、以下の通りである。
【００５１】
　冷媒系統１の負荷Ｑ１、冷媒系統２の負荷Ｑ２を式（６）、（７）で求める。
 　Ｑ１=Ｆ＿１×Ｖ１・・・・・（６）
 　Ｑ２=Ｆ＿２×Ｖ２・・・・・（７）
　ここで、
　Ｖ１（ｍ3 ）：冷媒系統１の圧縮機ストロークボリューム
　Ｖ２（ｍ3 ）：冷媒系統２の圧縮機ストロークボリューム
【００５２】
　集中コントローラ２０１は、以上のようにして算出したＱ１とＱ２の大小比較を行い、
高負荷の冷媒系統を判定する（Ｓ９）。
【００５３】
　Ｑ１がＱ２以上で冷媒系統１が高負荷と判定された場合は、Ｓ１０に進み、Ｑ１がＱ２
未満で冷媒系統２が高負荷と判定された場合はＳ１８に進む。
【００５４】
　冷媒系統１が高負荷と判定されてＳ１０に進んだ場合、現在の負荷状態が式（８）を満
たすかどうかを判断し、満たしていれば、冷媒系統１に運転を集約する系統集約運転を行
う。一方、冷媒系統２が高負荷と判定されてＳ１８に進んだ場合、現在の負荷状態が式（
９）を満たすかどうかを判断し、満たしていれば冷媒系統２に運転を集約する系統集約運
転を行う（Ｓ１９）。
【００５５】
　Ｆ０＿１×Ｖ１≧Ｑ１＋Ｑ２・・・・・（８）
　Ｆ０＿２×Ｖ２≧Ｑ１＋Ｑ２・・・・・（９）
【００５６】
　なお、ここでは、冷媒系統１の圧縮機１１と冷媒系統２の圧縮機１１のそれぞれの特性
が、図９に示すようにそれぞれＦ０＿１[Ｈｚ]、Ｆ０＿２[Ｈｚ]で全断熱効率最大をとる
ものとする。
【００５７】
　式（８）、式（９）は、系統集約運転した場合に高効率運転が見込めるかどうかを判定
するための判定条件に相当する。
【００５８】
　式（８）を満たす場合は、冷媒系統１に系統集約運転をすることにより、系統集約運転
後の冷媒系統１の圧縮機周波数Ｆ＿１ｓｙｕｕｙａｋｕが、系統集約運転前の圧縮機周波
数Ｆ＿１から上昇してＦ０＿１に近づくことを意味する。このため、式（８）を満たす場
合は、冷媒系統１に運転を集約する系統集約運転を行うことで、必ず系統集約前よりも運
転効率を向上させることができる。
【００５９】
　なお、式（８）を満たさない場合は、圧縮機周波数Ｆ＿１ｓｙｕｕｙａｋｕがＦ０＿１
を超えることを意味する。従って、式（８）を満たさない場合は、系統集約運転しても高
効率運転が見込めないため、冷媒系統１に運転を集約する系統集約運転を行わず、現状の
通常運転を継続する。
【００６０】
　式（９）を満たす場合も同様であり、式（９）を満たす場合に冷媒系統２に運転を集約
する系統集約運転を行うことで、高効率運転が可能となる。また、式（９）を満たさない
場合は、系統集約運転しても高効率運転が見込めないため、冷媒系統２に運転を集約する
系統集約運転を行わず、現状の通常運転を継続する。
【００６１】
　なお、Ｆ＿１ｓｙｕｕｙａｋｕがＦ０＿１以上あるいはＦ＿２ｓｙｕｕｙａｋｕがＦ０
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＿２以上でも、Ｆ０＿１あるいはＦ０＿２からある程度の近い周波数範囲内であれば、高
効率運転が可能な範囲内と位置づけるようにしてもよい。具体的な処理としては、式（８
）、式（９）の左辺に定数α（１以上）の値をかけて、Ｆ＿１ｓｙｕｕｙａｋｕあるいは
Ｆ＿２ｓｙｕｕｙａｋｕの上限を、Ｆ０＿１あるいはＦ０＿２よりも高い圧縮機周波数と
して系統集約運転範囲を広げればよい。
【００６２】
　Ｓ９で冷媒系統１が高負荷と判定され、Ｓ１０でＹＥＳの場合、冷媒系統１に運転を集
約する系統集約運転を行う（Ｓ１１）。すなわち、図６に示したように、高負荷側である
冷媒系統１の運転を継続する一方、低負荷側である冷媒系統２の運転を停止する。そして
、高負荷側の冷媒系統１の室内機２０の近傍に設置されたサーキュレータ４０ａを運転し
（Ｓ１２）、運転室内機２０ａの吹出空気（空調空気）を吸込んで、運転停止中の冷媒系
統２の空調ゾーンに吹出す。これにより、効率よく空調空気（熱）を冷媒系統２の空調ゾ
ーンに搬送することができ、室温の均一化を図ることが可能となる。
【００６３】
　そして、冷媒系統１における上記温度差ΔＴ（℃）を算出し（Ｓ１３）、ΔＴ（℃）が
予め決められた値ｘ（℃）（例えば１℃）以下で、且つ、式（１０）を満足している間は
、系統集約運転を継続する（Ｓ１３、Ｓ１４）。つまり、現在の室内１００の温度負荷が
低負荷で且つ冷媒系統１の現在の圧縮機周波数Ｆ＿１ｓｙｕｕｙａｋｕがＦ０＿１以下を
維持し、高効率運転を行っている間は、系統集約運転を継続する。
【００６４】
　Ｆ＿１ｓｙｕｕｙａｋｕ≦Ｆ０＿１・・・・・（１０）
【００６５】
　そして、室内１００の温度環境が変化するなどしてＳ１４の判断でＮＯとなった場合は
、サーキュレータ４０ａの運転を停止（Ｓ１５）すると共に、系統集約運転を停止して通
常運転に戻る（Ｓ１６）。そして、タイマーをリセットして（Ｓ１７）、タイマーを再ス
タートさせ、Ｓ２に戻る。
【００６６】
　一方、Ｓ９で冷媒系統２が高負荷と判定され、Ｓ１８でＹＥＳの場合、冷媒系統２に運
転を集約する系統集約運転を行う（Ｓ１９）。すなわち、図７に示したように、高負荷側
である冷媒系統２の運転を継続する一方、低負荷側である冷媒系統１の運転を停止する。
そして、高負荷側の冷媒系統１の室内機２０の近傍に設置されたサーキュレータ４０ｂを
運転し（Ｓ２０）、運転室内機２０ｂの吹出空気（空調空気）を吸込んで、運転停止中の
冷媒系統１の空調ゾーンに吹出す。これにより、効率よく空調空気（熱）を冷媒系統１の
空調ゾーンに搬送することができ、室温の均一化を図ることが可能となる。
【００６７】
　そして、冷媒系統２における上記温度差ΔＴ（℃）を算出し、ΔＴ（℃）が予め決めら
れた値ｘ（℃）（例えば１℃）以下で、且つ、式（１１）を満足している間は、系統集約
運転を継続する（Ｓ２１、Ｓ２２）。つまり、現在の室内１００の温度負荷が低負荷で且
つ冷媒系統１の現在の圧縮機周波数Ｆ＿２ｓｙｕｕｙａｋｕがＦ０＿２以下を維持し、高
効率運転を行っている間は、系統集約運転を継続する。
【００６８】
　Ｆ＿２ｓｙｕｕｙａｋｕ≦Ｆ０＿２・・・・・（１１）
【００６９】
　そして、室内１００の温度環境が変化するなどしてＳ２２の判断でＮＯとなった場合は
、サーキュレータ４０ｂの運転を停止（Ｓ２３）すると共に、系統集約運転を停止して通
常運転に戻る（Ｓ２４）。そして、タイマーをリセットして（Ｓ１７）、タイマーを再ス
タートさせ、Ｓ２に戻る。
【００７０】
　以上説明したように本実施の形態１によれば、低負荷時に、冷媒系統１、２のうち高負
荷側の冷媒系統に運転を集約するようにしたので、圧縮機運転効率の向上及び消費電力の
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削減が可能となる。また、高負荷側の冷媒系統の室内機２０の近傍に設置されたサーキュ
レータ４０を運転し、高負荷側の冷媒系統（運転停止系統）で温調された空調空気を、低
負荷側の冷媒系統（停止冷媒系統）の空調ゾーンに搬送するようにしたので、効率よく熱
を停止冷媒系統の空調ゾーンに搬送することができる。その結果、室温の均一化を図るこ
とが可能となり、快適性を損なうことなく省エネ性が向上する。
【００７１】
　また、サーキュレータの設置工事は室外機や室内機の設置位置の変更工事よりも短期間
且つ低コストで可能である。このため、空気調和装置の消費電力量の削減を図るにあたり
、従来技術のように、異なる系統に属する室内機同士を隣接して配置するように室内機の
配置を再構成する場合に比べて施工期間や施工費用を抑制しながら、快適性を確保して消
費電力量を削減できる。
【００７２】
（負荷判定の変形例）
　上記では、式（６）、（７）により冷媒系統１、冷媒系統２のそれぞれの平均圧縮機周
波数に基づいて負荷を判定していたが、この判定方法に限らず、以下の（Ａ）～（Ｅ）の
判定方法で負荷を判定するようにしても良い。
【００７３】
（Ａ）図１０に示すように、居住空間に負荷検出装置３１としての温度計４１を複数台設
置して負荷判定しても良い。このとき、冷媒系統の空調ゾーン毎に温度計４１の計測値の
平均値の大小比較を行い、冷房時は、平均値が大きい方を高負荷側、平均値が小さい方を
低負荷側と判定する。暖房時は、平均値が小さい方を高負荷側、平均値が大きい方を低負
荷側と判定する。
【００７４】
（Ｂ）図１１に示すように、負荷検出装置３１としての輻射温度計４２で床面温度を測定
して負荷判定しても良い。このとき、冷媒系統の空調ゾーン毎に輻射温度計４２の計測値
の平均値の大小比較を行い、冷房時は、平均値が大きい方を高負荷側、平均値が小さい方
を低負荷側と判定する。暖房時は、平均値が小さい方を高負荷側、平均値が大きい方を低
負荷側と判定する。
【００７５】
（Ｃ）図１２に示すように、人の在席情報に基づいて負荷判定してもよい。このとき、冷
房時は、在室人数が多い方を高負荷側、在室人数が少ない方を低負荷側と判定する。暖房
時は、在室人数が少ない方が高負荷側、在室人数が多い方を低負荷側と判定する。図１２
は、冷房時で冷媒系統２側で在席人数が多い例を示しており、この場合、冷媒系統２が高
負荷側、冷媒系統１が低負荷側と判定される。なお、在席情報の検出方法は任意であり、
どのような検出方法にしろ、負荷検出装置３１として設けた在席情報検出装置により各冷
媒系統１、２の空調ゾーンの在席人数を検出すればよい。
【００７６】
（Ｄ）図１３に示すように、ＯＡ機器の稼動状況に基づいて負荷判定してもよい。このと
き、冷房時は、ＯＡ機器稼動数が多数の方を高負荷側、ＯＡ機器稼動数が小数の方を低負
荷側と判定する。暖房時は、ＯＡ機器稼動数が小数の方を高負荷側、ＯＡ機器稼動数が多
数の方を低負荷側と判定する。図１３は、冷房時で冷媒系統２側でＯＡ機器稼動数が多い
例を示しており、この場合、冷媒系統２が高負荷側、冷媒系統１が低負荷側と判定される
。ＯＡ機器の稼動状況の検出方法は任意であり、どのような検出方法にしろ、負荷検出装
置３１として設けたＯＡ機器稼動状況検出装置（図示せず）により各冷媒系統１、２の空
調ゾーンのＯＡ機器の稼動状況を検出すればよい。
【００７７】
（Ｅ）図１４に示すように、天候（日射量）と窓の位置に基づいて負荷判定してもよい。
このとき、冷房時で晴天であれば、窓側に配置された冷媒系統を高負荷側とし、廊下側に
配置された冷媒系統を低負荷側と判定する。暖房時で晴天であれば、窓側に配置された冷
媒系統を低負荷側とし、廊下側に配置された冷媒系統を高負荷側と判定する。図１４は、
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冷房時で冷媒系統２側が窓側である例を示しており、この場合、冷媒系統２が高負荷側、
冷媒系統１が低負荷側と判定される。日射量の検出方法は任意であり、どのような検出方
法にしろ、負荷検出装置３１として設けた日射量検出装置により日射量を検出できればよ
い。
【００７８】
　また、本実施の形態１では、各冷媒系統のそれぞれにサーキュレータ４０を設けていた
が、図１５に示すように、窓側など、予め負荷が高い系統が分かっている場合は、高負荷
側の冷媒系統の室内機２０の近くにのみ、サーキュレータ４０を設置するようにしても良
い。
【００７９】
実施の形態２．
　実施の形態１では２系統の空気調和装置に系統集約運転を適用した場合について説明し
てきたが、実施の形態２では、３系統の空気調和装置へ適用する場合について説明する。
なお、実施の形態１と同様の部分について適用される変形例は、本実施の形態２について
も同様に適用される。
【００８０】
　図１６は、本発明の実施の形態２における空気調和装置が適用される建物のフロア平面
図である。
　実施の形態２の空気調和装置は、冷媒系統１、冷媒系統２及び冷媒系統３を備え、３つ
の冷媒系統で同一の室内１００の空調を行う。各冷媒系統１、２、３のそれぞれは、室外
機１０と、室外機１０に冷媒配管３０で接続された複数台の室内機２０とを備えている。
空気調和装置は更に、各冷媒系統毎に複数（ここでは３台又は６台）のサーキュレータ４
０を備えている。以下では、冷媒系統１側の室内機２０を室内機２０ａ、冷媒系統１側の
サーキュレータ４０をサーキュレータ４０ａ、冷媒系統２側の室内機２０を室内機２０ｂ
、冷媒系統２側のサーキュレータ４０をサーキュレータ４０ｂ１、４０ｂ２、冷媒系統３
側の室内機２０を室内機２０ｃ、冷媒系統３側のサーキュレータ４０をサーキュレータ４
０ｃとして区別する場合がある。
【００８１】
　各冷媒系統１、２、３のそれぞれにおいて各室内機２０ａ、２０ｂ、２０ｃは、室内１
００の天井に間隔を空けて直線状に配置されており、室内１００を一方向に３つに分けた
３つの空調ゾーンをそれぞれ空調する。室内１００の両端の冷媒系統１、３に対応して設
けられたサーキュレータ４０ａ、４０ｃは、それぞれ対応の自己冷媒系統１、３の室内機
２０ａ、２０ｃの吹出空気を吸込んで部屋中央に吹出すように設置される。また、中央の
冷媒系統２に対応して設けられたサーキュレータ４０ｂ１、４０ｂ２は、自己冷媒系統の
室内機２０の近傍に、両端の冷媒系統１、３の空調ゾーンに向かって空気を搬送するよう
に設置される。
【００８２】
　以上のように構成した実施の形態２における系統集約運転方法の基本的な考え方は実施
の形態１と同様であり、以下、冷媒系統が３つの場合の系統集約運転方法において実施の
形態１と相違する点を中心に説明する。
【００８３】
　まず、３つの冷媒系統１、２、３について、実施の形態１と同様の方法で負荷を検出し
、低負荷側系統、中負荷側系統、高負荷側系統を判定する。そして、系統集約運転した場
合に運転効率の向上が見込める場合、低負荷側系統の冷媒系統を停止して、中負荷側系統
又は高負荷側系統と判定された冷媒系統に運転を集約する系統集約運転を行う。以下、低
負荷側系統が両端の冷媒系統１、３のどちらかである場合と、中央の冷媒系統２である場
合のそれぞれについて、系統集約運転の概要を順に説明する。
【００８４】
（低負荷側系統が両端の冷媒系統１、３のどちらかの場合）
　図１７は、低負荷側系統が冷媒系統１である場合の運転概要を示す図である。
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　この場合、低負荷側系統と中央の冷媒系統２との２系統の運転を、冷媒系統２に集約し
た場合に運転効率の向上が見込める場合、冷媒系統２に運転を集約した系統集約運転を行
う。すなわち、図１７に示すように、冷媒系統２の運転を継続すると共に、低負荷側系統
である冷媒系統１の圧縮機周波数を０にして運転を停止する。冷媒系統２は、冷媒系統１
が停止することにより処理すべき熱交換量の負担が増え、圧縮機周波数が系統集約運転前
のＦ＿２からＦ＿２ｓｙｕｕｙａｋｕに上昇し、全断熱効率の高い周波数Ｆ０＿２に近づ
く。これにより高効率運転となる。なお、冷媒系統２が中負荷側系統であるか高負荷側系
統であるかは問わず、低負荷側系統が両端の冷媒系統１、３のどちらかである場合、中央
の冷媒系統２に運転を集約する。
【００８５】
　そして、中央の冷媒系統２に対応するサーキュレータ４０ｂ１、４０ｂ２のうち、運転
停止した冷媒系統１の空調ゾーンに向かって空気を搬送するサーキュレータ４０ｂ１を運
転する。サーキュレータ４０ｂ１は、室内機２０ｂの吹出空気を吸込んで、冷媒系統１の
空調ゾーンに吹出す。
【００８６】
　なお、低負荷側系統と反対側の端の冷媒系統である冷媒系統３は運転を継続する。冷媒
系統３では、室内機２０ｃに設けた吸込空気温度検出装置２１の検出値Ｔと設定温度Ｔ０
との温度差ΔＴに基づいて圧縮機周波数Ｆ＿３で運転が行われることになる。
【００８７】
　以上では冷媒系統１が低負荷側系統と判断された場合について説明したが、冷媒系統３
が低負荷側系統と判断された場合は、図１８に示す運転となる。
【００８８】
（低負荷側系統が中央の場合（冷媒系統２の場合））
　この場合、中央の冷媒系統２と系統集約する相手先は、両端の冷媒系統１、３のどちら
か、言い換えれば高負荷側系統又は中負荷側系統のどちらかとなる。高負荷側系統と系統
集約した場合に運転効率の向上が見込める場合には、高負荷側系統と系統集約し、運転効
率の向上が見込めない場合には、中負荷側系統と系統集約する。高負荷側系統と中負荷側
系統のどちらと系統集約しても運転効率の向上が見込めない場合は、系統集約運転はせず
、通常運転を継続する。以下、低負荷側系統が中央の場合の運転概要を図１９及び図２０
に示す。なお、図１９及び図２０では、冷媒系統３が高負荷側系統、冷媒系統１が中負荷
側系統の場合の例を示している。
【００８９】
　図１９は、低負荷側系統が中央の冷媒系統２で、高負荷側系統と系統集約する場合の運
転概要を示す図である。なお、冷媒系統３の圧縮機の特性が図２１に示すように、Ｆ０＿
３[Ｈｚ]で全断熱効率最大をとるものとする。
　この場合、高負荷側系統である冷媒系統３は運転を継続すると共に、低負荷側系統であ
る冷媒系統２は圧縮機周波数を０にして運転を停止する。冷媒系統３は、冷媒系統２が停
止することにより処理すべき熱交換量の負担が増え、圧縮機周波数が系統集約運転前のＦ
＿３からＦ＿３ｓｙｕｕｙａｋｕに上昇し、全断熱効率の高い周波数Ｆ０＿３に近づく。
これにより高効率運転となる。
【００９０】
　そして、高負荷側の冷媒系統３に対応するサーキュレータ４０ｃを運転し、室内機２０
ｃの吹出空気を吸込み、運転停止した冷媒系統２の空調ゾーンに向かって空気を搬送する
。
【００９１】
　なお、中負荷側系統である冷媒系統１は運転を継続する。冷媒系統１では、室内機２０
ａに設けた吸込空気温度検出装置２１の検出値Ｔと設定温度Ｔ０との温度差ΔＴに基づい
て圧縮機周波数Ｆ＿１で運転が行われることになる。
【００９２】
　図２０は、低負荷側系統が中央の運転系統２で、高負荷側系統と系統集約できず中負荷
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側系統と系統集約する場合の運転概要を示す図である。ここでは、冷媒系統１が中負荷側
系統、冷媒系統３が高負荷側系統とする。
　この場合、中負荷側系統である冷媒系統１は運転を継続すると共に、低負荷側系統であ
る冷媒系統２は圧縮機周波数を０にして運転を停止する。冷媒系統１は、冷媒系統２が停
止することにより処理すべき熱交換量の負担が増え、圧縮機周波数が系統集約運転前のＦ
＿１からＦ＿１ｓｙｕｕｙａｋｕに上昇し、全断熱効率の高い周波数Ｆ０＿１に近づく。
これにより高効率運転となる。
【００９３】
　そして、中負荷側の冷媒系統１に対応するサーキュレータ４０ａを運転し、室内機２０
ａの吹出空気を吸込み、運転停止した冷媒系統２の空調ゾーンに向かって空気を搬送する
。
【００９４】
　なお、高負荷側系統である冷媒系統３は運転を継続する。冷媒系統３では、室内機２０
ｃに設けた吸込空気温度検出装置２１の検出値Ｔと設定温度Ｔ０との温度差ΔＴに基づい
て圧縮機周波数Ｆ＿３で運転が行われることになる。
【００９５】
　図２２及び図２３は、本発明の実施の形態２に係る空気調和装置における系統集約運転
の流れを示すフローチャートである。
　Ｓ１～Ｓ６までの処理は実施の形態１と同様である。そして、集中コントローラ２０１
は、３つの冷媒系統１、２、３について、上述したように実施の形態１と同様の方法で冷
媒系統１の負荷Ｑ１、冷媒系統２の負荷Ｑ２、冷媒系統３の負荷Ｑ３を式（６）、（７）
、（１２）で求める（Ｓ３１、Ｓ３２）。
 　Ｑ３=Ｆ＿３×Ｖ３・・・・・（１２）
　ここで、
　Ｆ＿３（Ｈｚ）：現在からｔ１前までの冷媒系統３の平均圧縮機周波数
　Ｖ３（ｍ3 ）　：冷媒系統３の圧縮機ストロークボリューム
【００９６】
　集中コントローラ２０１は、以上のようにして算出したＱ１とＱ２とＱ３の大小比較を
行い、低負荷側系統、中負荷側系統、高負荷側系統を判定する（Ｓ３３）。
【００９７】
　次に、低負荷側系統が中央に配置された冷媒系統２であるかどうかの判定を行う（Ｓ３
４）。Ｓ３４の判定がＮＯの場合、つまり、低負荷側系統が両端の冷媒系統１、３のどち
らかの冷媒系統である場合、系統集約運転を行うかどうかの判定を行う（Ｓ３５）。すな
わち、低負荷側系統と中央の冷媒系統２との２系統の運転を、中央の冷媒系統２に集約し
た場合に運転効率の向上が見込めるかどうかを判定する。この判定は、具体的には、低負
荷側系統が冷媒系統１の場合は、式（９）を満たすかどうかで判定でき、低負荷側系統が
冷媒系統３の場合は式（１３）を満たすかどうかで判定できる。
　Ｆ０＿２×Ｖ２≧Ｑ２＋Ｑ３・・・・・（１３）
【００９８】
　Ｓ３５でＹＥＳの場合（式（９）あるいは式（１３）を満たす場合）は、運転効率の向
上が見込めると判定し、図１７及び図１８に示したように、中央の冷媒系統２に運転を集
約した系統集約運転を行う（Ｓ３６）と共に、中央の冷媒系統２側のサーキュレータ４０
ｂ１、４０ｂ２のうち、運転停止した冷媒系統１あるいは冷媒系統３の空調ゾーンに向か
って空気を搬送するサーキュレータ４０を運転する（Ｓ３７）。これにより、効率よく空
調空気（熱）を運転停止中の冷媒系統１あるいは冷媒系統３の空調ゾーンに搬送すること
ができ、室温の均一化を図ることが可能となる。
【００９９】
　一方、Ｓ３４でＹＥＳの場合、すなわち低負荷側系統が中央に配置された冷媒系統２で
ある場合、続いて系統集約運転を行うかどうかの判定を行う。すなわち、まず、高負荷側
系統と系統集約した場合に運転効率の向上が見込めるかどうかを判定する（Ｓ３８）。こ
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の判定は、式（１４）に示す第１条件を満たすかどうかで判定できる。
【０１００】
　Ｆ０＿Ａ×ＶＡ≧ＱＡ＋ＱＢ・・・・・（１４）
ここで、
　Ｆ０＿Ａ：高負荷側系統の圧縮機において全断熱効率が最大となる周波数
　ＶＡ　　：高負荷側系統の圧縮機ストロークボリューム
　ＱＡ　　：高負荷側系統の負荷
　ＱＢ　　：低負荷側系統の負荷
【０１０１】
　Ｓ３８でＹＥＳの場合（第１条件を満たす場合）、高負荷側系統に運転を集約する（Ｓ
３９）。そして、高負荷側系統のサーキュレータ４０を運転し（Ｓ４０）、運転室内機２
０の吹出空気を吸込んで、運転停止中の冷媒系統２の空調ゾーンに吹出す。これにより、
効率よく空調空気（熱）を運転停止中の冷媒系統２の空調ゾーンに搬送することができ、
室温の均一化を図ることが可能となる。高負荷側系統が冷媒系統３である場合の運転概要
は、図１９に示した通りである。
【０１０２】
　Ｓ３８でＮＯの場合（第１条件を満たさない場合）は、続いて中負荷側系統と系統集約
した場合に運転効率の向上が見込めるかどうかを判定する（Ｓ４１）。この判定は、具体
的には、式（１５）に示す第２条件を満たすかどうかで判定できる。
【０１０３】
　Ｆ０＿Ｃ×ＶＣ≧ＱＢ＋ＱＣ・・・・・（１５）
ここで、
　Ｆ０＿Ｃ：中負荷側系統の圧縮機において全断熱効率が最大となる周波数
　ＶＣ　　：中負荷側系統の圧縮機ストロークボリューム
　ＱＣ　　：中負荷側系統の負荷
【０１０４】
　Ｓ４１でＹＥＳの場合（第２条件を満たす場合）は、中負荷側系統に運転を集約する（
Ｓ４２）。そして、中負荷側系統のサーキュレータ４０を運転し（Ｓ４３）、運転室内機
２０の吹出空気を吸込んで、運転停止中の冷媒系統２の空調ゾーンに吹出す。これにより
、効率よく空調空気（熱）を運転停止中の冷媒系統２の空調ゾーンに搬送することができ
、室温の均一化を図ることが可能となる。中負荷系統が冷媒系統１である場合の運転概要
は、図２０に示した通りである。
【０１０５】
　Ｓ４１でＮＯの場合（第２条件を満たさない場合）は、高負荷側系統と中負荷側系統の
どちらと系統集約しても運転効率の向上が見込めないため、系統集約運転はせず通常運転
を継続し、Ｓ２に戻る。
【０１０６】
　Ｓ４４以降の処理は、上記実施の形態１と同様の考え方で行われる。すなわち、中央の
冷媒系統２に運転を集約する場合には、冷媒系統２における温度差ΔＴ（℃）を算出し（
Ｓ４４）、冷媒系統２における温度差ΔＴ（℃）が予め決められた値ｘ（℃）（例えば１
℃）以下で、且つ、冷媒系統２の現在の圧縮機周波数Ｆ＿２ｓｙｕｕｙａｋｕがＦ０＿２
以下を維持し、高効率運転を行っている間は、系統集約運転を継続する（Ｓ４５）。
【０１０７】
　そして、室内１００の温度環境が変化するなどしてＳ４５の判断でＮＯとなった場合は
、サーキュレータ４０ｂの運転を停止（Ｓ４６）すると共に、系統集約運転を停止して通
常運転に戻る（Ｓ４７）。そして、タイマーをリセットして（Ｓ４８）、タイマーを再ス
タートさせ、Ｓ２に戻る。
【０１０８】
　高負荷側系統に運転を集約する場合には、高負荷側系統における温度差ΔＴ（℃）を算
出し（Ｓ４９）、高負荷側系統における温度差ΔＴ（℃）が予め決められた値ｘ（℃）（
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例えば１℃）以下で、且つ、高負荷側系統の現在の圧縮機周波数Ｆ＿Ａｓｙｕｕｙａｋｕ
が全断熱効率最大となるＦ０＿Ａ以下を維持し、高効率運転を行っている間は、系統集約
運転を継続する（Ｓ５０）。そして、室内１００の温度環境が変化するなどしてＳ５０の
判断でＮＯとなった場合は、高負荷側系統のサーキュレータ４０ｂの運転を停止（Ｓ５１
）すると共に、系統集約運転を停止して通常運転に戻る（Ｓ５２）。そして、タイマーを
リセットして（Ｓ４８）、タイマーを再スタートさせ、Ｓ２に戻る。
【０１０９】
　中負荷側系統に運転を集約する場合には、中負荷側系統における温度差ΔＴ（℃）を算
出し（Ｓ５３）、中負荷側系統における温度差ΔＴ（℃）が予め決められた値ｘ（℃）（
例えば１℃）以下で、且つ、中負荷側系統の現在の圧縮機周波数Ｆ＿Ｃｓｙｕｕｙａｋｕ
が全断熱効率最大となるＦ０＿Ｃ以下を維持し、高効率運転を行っている間は、系統集約
運転を継続する（Ｓ５４）。そして、室内１００の温度環境が変化するなどしてＳ５４の
判断でＮＯとなった場合は、中負荷側系統のサーキュレータ４０の運転を停止（Ｓ５５）
すると共に、系統集約運転を停止して通常運転に戻る（Ｓ５６）。そして、タイマーをリ
セットして（Ｓ４８）、タイマーを再スタートさせ、Ｓ２に戻る。
【０１１０】
　以上説明したように、本実施の形態２によれば、実施の形態１と同様の効果が得られる
と共に、冷媒系統が３系統の場合でも、低負荷となる冷媒系統を判定し、系統集約した際
に運転効率が向上する高負荷側あるいは中負荷側の冷媒系統に運転を集約することで、圧
縮機運転効率の向上及び消費電力の削減が可能となる。系統集約運転後の圧縮機周波数は
、現在の圧縮機周波数と全断熱効率が最大となる周波数との間に来て、必ず系統集約前よ
りも効率が向上する。
【０１１１】
　系統集約運転後の圧縮機周波数が、全断熱効率が最大となる周波数以上でも、全断熱効
率が最大となる周波数からある程度の近い周波数範囲内であれば、高効率運転が可能な範
囲内と位置づけるようにしてもよい。具体的な処理としては、式（１３）、式（１４）、
式（１５）の左辺に定数α（１以上）の値をかけて、系統集約運転後の圧縮機周波数の上
限を、全断熱効率が最大となる周波数よりも高い圧縮機周波数として系統集約運転範囲を
広げればよい。
【０１１２】
　また、サーキュレータ４０は、運転室内機の吹出空気を吸込む位置に配置されており、
効率よく空調空気（熱）を搬送することが可能となる。
【０１１３】
　また、低負荷側の冷媒系統を停止して、高負荷側あるいは中負荷側の冷媒系統に運転を
集約する効果（なるべく高負荷側に系統集約する効果）として、運転効率向上による消費
電力を低減できる他に、室内１００の温度分布を均一にできるという効果がある。低負荷
側に系統集約した場合は、低負荷側の室温が設定温度に容易に達し易いため、高負荷側あ
るいは中負荷側の室温が設定温度に達する前に運転冷媒系統がサーモＯＦＦして、高負荷
側あるいは中負荷側に空調空気（熱）を搬送できなくなる。その結果、高負荷側あるいは
中負荷側と低負荷側との間で温度差が発生してしまい、温度ムラが生じる。
【０１１４】
　これに対し、高負荷側あるいは中負荷側の冷媒系統に運転を集約した場合には、高負荷
側あるいは中負荷側の室温が設定温度に達したときには低負荷側の室温も設定温度に達し
ているため、低負荷側の室温が設定温度に達する前に高負荷側あるいは中負荷側の冷媒系
統がサーモＯＦＦすることは無い。よって、温度ムラが生じるのを防止して室内１００の
温度分布を均一にすることができる。
【符号の説明】
【０１１５】
　１　冷媒系統、２　冷媒系統、３　四方弁、１０　室外機、１１　圧縮機、１２　四方
弁、１３　室外熱交換器、１４　膨張弁、１５　室内熱交換器、１６　室外熱交換器用送
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風機、１７　室内熱交換器用送風機、２０　室内機、２０ａ　室内機、２０ｂ　室内機、
２０ｃ　室内機、２１　吸込空気温度検出装置、２２　蒸発温度検出装置、２３　凝縮温
度検出装置、３０　冷媒配管、３１　負荷検出装置、４０　サーキュレータ、４０ａ　サ
ーキュレータ、４０ｂ　サーキュレータ、４０ｃ　サーキュレータ、４１　温度計、４２
　輻射温度計、５０　伝送線、１００　室内、２０１　集中コントローラ。

【図１】 【図２】
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